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研究ノート

小中学校図書館における性的マイノリティ支援
― 性別情報の管理・利活用をめぐって ―

Supporting Sexual Minorities in the School Library: Focus on Management and 

Utilization of Gender Data 
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1. 研究の目的・問題意識
1.1.　学校図書館とプライバシー保護の関係性
　日本図書館協会が1954年に採択し、1979年に改訂した「図書館の自由に関する
宣言」（以下、自由宣言）というガイドラインでは、「利用者の秘密を守る」こと
が「図書館の自由」を実現する、つまり、利用者の知る自由・知る権利を保障す
るための重要な手段の1つであることが定められている。そして、自由宣言の副
文によると、「すべての図書館に基本的に妥当する」と定められていることから、
その原則は公共図書館だけでなく、本稿が考察対象とする学校図書館にも適用さ
れなければならないことが分かる。
　しかしながら、学校図書館と自由宣言の関係性については、宣言改訂後も様々
な面において公共図書館と同じレベルでは実践できない、とする意見が存在して
きたことも事実である。それは、資料収集・資料提供の面においてもそうである
し、「利用者の秘密を守る」ことにおいても同様である。特に、自由宣言の前文
において「すべての図書館に基本的に妥当する」という文言にある、「基本的に」
という用語については、それを「当然、学校図書館にも妥当する」という意味で
とらえようとする立場もあれば、「例外的に学校図書館には妥当しない場合もある」
という意味でとらえることもできる、ダブルミーニング的な、あるいは、相反す
る解釈も引き出しうるものとなってしまっているように思われる。
　宣言当時に「基本的に」という文言が加わった背景については、塩見昇の回顧
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録に詳しく説明されている。

「学校図書館というところは　教育の場として、当然その基本的な原理原則は
適用できる図書館と考えるべきだろう、しかしながらその当時、そういうふう
に図書館をしていく主体をほとんど学校図書館はもっていない。（中略）実際
議論していく中では、館種の問題はきれいごとだけはすまないことがあり、最
終的には自由に関する宣言はすべての図書館に基本的に妥当する、という、逃
げの表現と言えば逃げの表現なんですが、まさに「基本的に妥当する」という
ことにしました。特に学校図書館については今後ライブラリアンが育ち、教育
の場の図書館として図書館のはたらきをしていく中で、すべての図書館に通じ
るということを実践していくしかないのではないか、と将来に課題を託した形
で終わったのがこの改訂でした」ⅰ

　学校には「教育の自由」という考えがあり、その考えは「図書館の自由」とも
基底を同じくする。しかし、1979年当時、学校図書館にはそれを実践する人的な
リソースも、資料面でのリソースも十分ではなかった。そうした状況の中で、「図
書館の自由」は学校にも「当然」当てはまるし、「例外的」に当てはまらない、
そうしたアンビバレントな見解があったこと、そして、学校図書館にその原則を
公共図書館と同じレベルで適用することについては、その後の学校図書館関係者
の実践に託された部分があることも分かるだろう。
　これまで、学校図書館をめぐるプライバシー保護のあり方については、①「学
校」という組織の内側において学校図書館にとっての「内部」と「外部」を切り
分けることの困難さによる教職員からの児童生徒の利用記録照会への対応をめぐ
る問題、②学校図書館担当者（学校司書・司書教諭・係教諭）自身による教育指
導目的での貸出記録の蓄積・活用の可否をめぐる問題、さらには、③新しい技術
としての「レコメンド」サービスへの対応をめぐる問題など、さまざまなテーマ
から議論が深められてきた。筆者自身もこれまでに様々な意見を提示してきたが
ⅱ、本稿において注目したいものが、新しい課題として近年、図書館界でも注目
を集めるようになっている、いわゆる「LGBT」、性的マイノリティ（セクシュ
アルマイノリティ）のプライバシーをどのように保護し、どのように配慮するべ
きか、という問題である。
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1.2.　性的マイノリティのプライバシー保護への図書館界の対応
　プライバシー保護の前提となる、個人情報保護の基本原則の中には、「適正な
方法による取得」「情報の正確性の確保」「安全管理」「自己情報のコントロール
権の保障」といった様々なルールがある。そして、「適正な方法による個人情報
の取得」というルールの中には、個人情報を利活用する事業目的と照らして、必
要以上に個人情報を集めない（不必要な個人情報を集めない）、という考え方も
根強く存在しているⅲ。学校図書館も含めて、公立学校の図書館が守るべき各地
の個人情報保護条例の多くが、事業の遂行上、不要になった個人情報は「速やか
に廃棄する」ことを義務付けていることからも、収集段階において、事業の目的
達成には無関係な情報の収集を制限することは当然のルールとも考えられる。
　日本図書館協会は、2016年4月1日に障害者差別解消法が施行されることを受け
て、「図書館における障害を理由とする差別の解消の推進に関するガイドライン」
を、その前月に障害者サービス委員会の責任の下で発表しているⅳ。ガイドライ
ンの大枠は「障害者を含むあらゆる人が、社会で平等に生きていくことを社会自
らが保障すること」にあるが、筆者が本稿において特に注目したい部分は、本ガ
イドライン内の「性別情報」というプライバシー情報の取り扱いに関する部分で
ある。
　「不当な差別的取扱いの禁止」の説明の中には、次のような記載が見られる。

3 不当な差別的取扱いの禁止
（4） 図書館における社会的障壁の一例（合理的配慮または基礎的環境整備で対
応するものの例）
⑧新規登録の申し込み用紙に性別欄があり、その記入が必須になっている。（性
同一性障害等のトランスジェンダーの人の利用が困難）
⑨図書館カードに性別欄がある。（同上）

　このガイドラインには、他にも「合理的配慮」の中の「規則・ルールの修正」
を説明する部分においても性別情報の取り扱いについての言及がみられる。ここ
では、「図書館サービスの規則やルールは、障害者を意識せずに作られてきたも
のがほとんどで、それにより社会的障壁につながっているものがある」と前置き
した上で、「障害者からの依頼を受ける前に、全体を見直し、規則・ルール等を
修正することが望ましい」とし、その例として、「新規利用登録用紙の性別欄→
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性別欄を削除するか、記入を任意としそのことを明記」することが提案されてい
るのである。
　このガイドラインの制定を受けて、公共図書館の中にはそれまで慣例的に収集
されてきた性別情報の収集を任意に切り替えたところもあると伝えられているⅴ。
学校図書館に関しても、2018年8月、学校図書館問題研究会第34回全国大会（鹿
児島大会）の総会にて「学校図書館のためのプライバシー・ガイドライン」が採
択されており、そのガイドラインの中で、「2　学校図書館が取り扱い得る個人
情報やプライバシー情報」の1つとして「性別」情報を挙げ、さらに、「4－1－2　
利用者登録」の中で、「利用者の性別など利用者登録に必要な項目かどうかをよ
く検討し、収集する情報は必要最小限にとどめる」と説明していることからも、
同様の問題意識が学校図書館現場で広がりつつあることも見えてくるのではない
だろうかⅵ。

1.3.　性別情報の取り扱いガイドラインの対応にみる問題点
　図書館サービスを受ける場面で、性別情報の開示に違和感をもつことがあると
して想定されている人物は、日本図書館協会のガイドラインが障害者差別解消法
を受けたものであることからも想像できるように、「LGBT」と呼ばれる性的マ
イノリティのすべてではないように思われる。上記のガイドラインでも、性別情
報の収集について記述する際に、「（性同一性障害等のトランスジェンダーの人の
利用が困難）」という補足説明がなされていることから、「障害者」の概念と重な
る、「性同一性障害者」を第一に想定していると考えられる。定義はまだ不確定
な部分もあるが、性同一性障害者とは「生物学的な「雌、雄」」と「自分が「女、
男」であると自己意識、あるいは自己認知する性（gender）」が「一致しておら
ず、生物学的性別と性の自己意識の不一致に悩む人たち」でありⅶ、トランスジェ
ンダーとは、「性同一性障害の一」ではあるが、「身体の性と心の性が一致しない
が、外科的手術は望まない人」と説明されているⅷ。いわゆる「LGBT」の「T」
に当たる人々である。
　性同一性障害には、トランスジェンダーのほかにも、「身体の性と心の性が異
なるため、外科的手術によって一致させることを望む人」である「トランスセク
シュアル」も含まれるとされるⅸ。トランスジェンダーとは異なり、外科的手術
を望むため、手術後は戸籍上の性別変更が可能となるものの、手術前の人だった
り、手術後であっても性別変更の制度上の条件を満たさないために性別変更がで
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きない人々も含まれるため、トランスジェンダーと同様に図書館利用における困
難さを抱えている可能性もある。日本図書館協会のガイドラインでは触れられて
いない（ように思われる）が、トランスセクシュアルの人たちにも同様の配慮は
求められるだろう。
　なお、性的マイノリティとはもともとグラデーショナルなものであり、性別に
違和を感じたり、性別情報の開示を求められたりすることに不快感を覚える人た
ちと、そうではない人たちを「性同一性障害者」のカテゴリに当てはまるかどうか、
だけで判断するのは難しいように思われる。近年では、性別が流動的な「X（エッ
クス）ジェンダー」や、「トランスヴェスタイト」（異性装者）など多様なセクシュ
アリティがあることも報告されているし、肉体の性別と心の性別に違和感がなく
とも、性別によるカテゴライズに潜在的な拒否感をもつ人たちが性的マイノリティ
の中に多いことも想像できる。
　性別情報の収集について、日本図書館協会会が定めるガイドラインでは、上述
のように、嫌な人からは集めない、という任意収集の原則が打ち出されている。
学校図書館問題研究のガイドラインでは、日本図書館協会よりもやや踏み込んで、
収集する必要性があるかどうか検討することまで求めているものの、「収集する
情報は必要最小限にとどめる」として、その収集は全面的には否定されていない。
背景には、①性別情報の収集に違和を感じる人たちがマイノリティ（少数派）で
あり、マジョリティ（多数派）ではない、②性別情報が貸出をはじめとする図書
館サービス向上のための統計データとして不要な情報とは言い切れない、③マジョ
リティでなければその統計から排除しても大きな問題にはなりえないといった考
えがあり、図書館側のニーズと性的マイノリティのニーズが一致する妥協点とし
て、任意収集の原則が示されているように筆者には感じられる。しかしながら、
任意収集に応じないということは一種の性別指向のアウティングにもつながる恐
れがある。また、通常、何らかのデータの処理を行うということは、図書館側に
明らかにしたい「仮説」があるということであり、男女別に貸出状況を区別した
いということは、利用者が男性らしい本の借り方、女性らしい本の借り方をして
いるかどうかを知りたい、という意図があるように思われる。しかし、「図書館
の自由」の本来の立場からすれば、男性であろうが、女性であろうが、本来はど
のような本を読んでも（借りても）構わないはずである。それをわざわざ男性と
女性に分けて、どのような本が借りられたのか、を図書館側が調べることにどの
ような意味と必要性があるのだろうか。意味はあるとしても、それは誰かを不快
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にしたり、大多数から排除してまでやるべきなのだろうか。もちろん、男性に対
して権利を長く抑圧されてきた女性の権利を拡大するという観点に立てば、女性
の利用行動をある程度把握することは必要なのかもしれないが、男女のどちらが
多く貸出サービスを利用したかどうかという事実だけであれば、データを活用す
るまでもなく、カウンターや来館時の様子をみればある程度のところまでは把握
できるように思われる。こうした違和感は、性的マイノリティであるかどうかは
無関係に、ジェンダーフリー、ジェンダー・イコーリティ（ジェンダー平等）の
問題と捉えることもできるだろう。
　自身のセクシュアリティを自覚する時期は、小学校中学年から中学校にかけて
であると言われている。性別情報の収集と利活用については、公共図書館だけで
なく、学校図書館におけるプライバシー保護のあり方を考える上でも極めて重要
なテーマであると言えるだろう。

2．性別情報の収集・利用状況に関する調査
2.1.　調査の実施方法・回答者のプロフィール
　日本図書館協会のガイドラインにもあるように、図書館における性別情報の取
り扱いについては、第一にその収集方法が注目されることが多い。ただし、学校
図書館では、公共図書館のように、利用者1人1人に申し込み用紙を手渡して、住
所・氏名等を記入してもらうという登録方法は一般的ではない。多くは、入学時・
転入時に事務室から送られてくる名簿データをそのまま学校図書館のシステムに
取り入れて利用登録を完了させていると考えられる。とすれば、事務室から送ら
れてくる名簿データを図書館システムに登録する際に、性別情報を削除する対策
をとっているかどうか、と置き換えてこの問題を見ていく必要があるだろう。
　利用者である子どもたちが自身の性別情報と接触する上で違和を覚える場面と
して想定しうる第二の場面としては、同じく、日本図書館協会のガイドラインに
ある「図書館カードに性別欄がある」状態である。また、この問題をジェンダー
フリーの論点にまで拡大すれば、学校図書館特有の問題として、男性のカードは
青色（寒色）、女性のカードは赤色・ピンク色（暖色）にするといった、ジェンダー
バイアスを押し付けるような状態も想定できる。さらに、日本人名の場合はその
名称から性別を連想しやすいことから、性別情報の取り扱いに関連する第三の問
題としては、利用登録や各種サービスの場面で戸籍名以外の公に用いている氏名
の使用を認めない、という事態も想定できる。学校図書館で考えれば、貸出カー
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ドに氏名欄があり、通名の使用を認めない、というケースが想定できるだろう。
こうした性別情報の収集・利用において、学校図書館ではどのような状況がみら
れるのだろうか。
　以上の問題意識のもとで、筆者は、学校図書館における性別にかかわる個人情
報の収集、利用状況を確認するためのアンケート調査を実施することとした。調
査対象は沖縄県内の小中学校の図書館に勤務する担当職員（以下、学校司書とす
る）であり、2017年8月4日に開催された「第36回沖縄県小中学校司書研究大会」
にて実施した。この研究大会には、筆者が講師として招かれていたため、「学校
図書館と図書館の自由」をテーマとした講演を行った後に、アンケートに記入を
してもらうこととした。また、2018年6月29日、「平成30年度石垣市学校司書研修
会」でも同様の講演を行ってほしいという依頼があったことから、ここでも同内
容の講演を行った後に、同じ形式のアンケートを実施することとしたⅹ。なお、「沖
縄県小中学校司書研究大会」と「石垣市学校司書研修会」にはどちらも参加した
人物が1名いたことが事前に分かっていたため、重複を避けるため、この人物に
ついては2回目のアンケートには回答しないように依頼した。沖縄県を調査の対
象として選出した理由は、筆者が在住する地区であるということ以外にも、全国
に先駆けて1980年代から小中学校も含めて学校図書館にフルタイム・専任の職員

（学校司書）を全県域に配置してきた歴史的経緯があるためでもある。
　本アンケート調査の有効回答数は203であり、私立学校・併設校のデータは考
慮していないため概数となるが、県内の公立学校数を母数とすると、回答率は
49.2％となる。アンケートのQ1で確認した回答者の所属校の内訳については、

表1　回答者のプロフィール（資格取得状況）　（N=203）

取得している資格 回答数 比率
A司書資格のみ 127 62.56%
A司書資格＋B司書教諭資格＋C教員免許（教科は問わない） 22 10.84%
C教員免許のみ（教科は問わない） 7 3.45%
A司書資格＋C教員免許（教科は問わない） 5 2.46%
B司書教諭＋C教員免許（教科は問わない） 18 8.87%
D上記の資格なし 24 11.82%

合　計 203 100.00%
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小学校が130、中学校が61、小中併設校は12であり、回答者のプロフィール（資
格取得状況）は表１の通りとなるⅹⅰ。本稿では資格取得別のクロス集計は行わな
いが、沖縄の学校図書館の人員配置状況を知るための参考資料として紹介してお
きたい。

2.2.　性別情報の管理状況・問題意識
　性別情報の取り扱いに関するアンケートでは、第一の質問として、現在の性
別情報の管理状況について確認することとした。選択肢は、「①（性別情報を管
理）している」「②していない」「③把握していない」の3つである。次の表2に示
した通り、現時点では「①（性別情報を管理）している」という回答が全体では
87.19%（回答者数177人）、小学校では88.46%（115人）、中学校では93.44%（57人）
という高い水準に達している。小中併設校については、「①している」「②してい
ない」が同数（5人ずつ）となっているが、回答総数が12と少ないことも影響し
ているのだろう。

表2　現在の性別情報の管理状況　（N=203）

選択肢＼回答数 全体 比率 小学校 比率 中学校 比率 小中
併設校 比率

①している 177 87.19% 115 88.46% 57 93.44% 5 41.67%
②していない 15 7.39% 8 6.15% 2 3.28% 5 41.67%
③把握していない 2 0.99% 2 1.54% 0 0.00% 0 0.00%
無回答 9 4.43% 5 3.85% 2 3.28% 2 16.67%

合　計 203 100.00% 130 100.00% 61 100.00% 12 100.00%

　この設問では、今後の望ましい性別情報の管理方法について確認するために、
「①（管理）するべきである」「②するべきではない」「③わからない」という3つ
の選択肢から最も近いと考えるもの1つを選んでもらった。表3はその結果をまと
めたものであるが、現在の管理状況とは異なり、性別情報の収集については「②
するべきではない」という否定的な意見が全体で59.11％（120人）、小学校では
64.62％（84人）、中学校では50.82％（31人）、小中併設校では41.67％（5人）と
いう結果となった。一方、「①するべきである」という肯定的な意見は少なく、
全体では8.37％（17人）、小学校で7.69％（10人）、中学校で8.20％ （5人）、小中併
設校で16.67％（2人）という結果となった。
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表3　性別情報の管理についての問題意識　（N=203）

選択肢＼回答数 全体 比率 小学校 比率 中学校 比率 小中
併設校 比率

①するべきである　　　 17 8.37% 10 7.69% 5 8.20% 2 16.67%
②するべきではない 120 59.11% 84 64.62% 31 50.82% 5 41.67%
③わからない 48 23.65% 25 19.23% 20 32.79% 3 25.00%
無回答 18 8.87% 11 8.46% 5 8.20% 2 16.67%
合　計 203 100.00% 130 100.00% 61 100.00% 12 100.00%

　本アンケートは筆者による講演を終えてから実施したものあり、講演の中で、
本稿の1.に記したような問題提起をした直後であることも上記のような回答に一
定程度の影響を与えたと考えられる。しかしながら、アンケート調査時点で8割
を超える学校で性別情報が収集されていたことに注目するならば、小中学校の図
書館では、事務室から届いた名簿データを特に必要性もないまま図書館システム
に取り入れていること、つまり、個人情報保護の原則に反して、必要ない個人情
報を学校図書館が収集している状況も上記の結果からは見えてくるのではないだ
ろうか。
　ただし、この結果についてやや気になるのは、「③わからない」という中間的
な意見の比率も高く、全体では23.65％（48人）、小学校で19.23％（25人）、中学
校で32.79％（20人）、小中併設校で25.00％（3人）にも達しているということで
ある。また、アンケートへの記入がない「無回答」の数が全体で18（8.87%）と
決して小さい値ではなく、それが小学校、中学校、小中併設校とほぼ同じくらい
の比率で分布しているということも気にかかる。無回答のデータは本来は有効回
答には含めてはならないのだが、筆者の問題提起を受けた後でのアンケートであっ
たため、否定的な意見や中間的な意見の選択が心理的に避けられることによって、
無回答が選ばれた可能性もあるのではないだろうか。
　アンケートでは、「①するべきである」「③わからない」を選択した回答者に、

「よろしければ、そのように考える理由を教えてください」とたずねて、自由記
述欄にその理由を書いてもらっている。印象的なものをいくつか紹介すると、ま
ず注目したいものが公的な調査において男女別の貸出統計（冊数）の報告を求め
られるので性別情報の管理はどうしても必要である、とするものである。こうし
た理由が挙げられるだろうことは調査実施前から予想していたが、自由記述欄へ
の記入はそれほど多くはなく、「クラスの男女を把握しなければ市に提出する書
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類ができなくなる」、「学校側の貸し出し集計なので、男女統計を求められる」「性
別情報は、調査ものが二年に一度あるから（文科省）」という小学校の学校司書
からの3件のみであった。1つ目の「公的な調査…」という記述は石垣市の調査で
得られた回答であるが、同市の他の回答者からは同様の記述はなかった。また、
3つ目の回答にあるような、「文科省からの定期的な調査」がもしあるとすれば、
もっとたくさんの自由記述が寄せられないとおかしいように思われる。おそらく
は学校独自の調査か、または自治体独自の調査を誤解してこのような回答になっ
てしまったのだろう。反対に言えば、義務があるという回答数はごくわずかであっ
たことをふまえれば、自治体ごと・学校ごとの独自の調査が実施されているとし
ても、男女別による貸出状況（冊数）を報告する「義務」は全県域でみてもほぼ
ないということでもある。男女別貸出冊数を調査している自治体・学校ではその
必要性を見直す時期に来ているとも言えるのではないだろうか。
　筆者が事前に予測していたもう1つの回答は、男女別の統計データの活用がサー
ビスの向上にどうしても必要、というものである。しかし、この理由についても「本
を読まない男の子たちに、ハッパをかけるためです」という小学校からの記述が
1つ見られただけであり、性別情報を図書館側が管理する上で特に大きな理由に
はなっていないようである。反対に、現時点では男女別の統計処理が行われてい
る学校でも、「男女別の統計、人気のある本など、よくよく考えると意味がある
のか？（読書意欲につながるのか？）」という疑問も寄せられている。ここでも、
性別情報が図書館全般のサービス向上には特に役立てられておらず、役立てよう
という意識も特にないことが見えてくる。
　筆者が想定していなかった意見としては、小学校の児童については、その性別
が認識しづらい、というものである。ある小学校の司書は「外見を見ても、わか
らない子が多いので」、図書館サービスを行う上でも性別情報を集めておきたい、
とする意見を寄せている。子どもの性別は名前でも区別ができるようにも思うが、

（最近の子どもは）「名前だけではどっちかわからない子が多いので」という意見
も、同様に小学校の司書から寄せられている。はっきりとは書かれていないのだ
が、おそらくは小学校低学年くらいまでは、性別を捉えづらいケースもあり、学
校生活の中では性別を把握したうえで対応しなければならない場面がいくらかあ
る、ということなのだろう。こうした意見は数そのものは少ないが、貸出傾向の
分析とは別の目的があることを考慮して、性別情報の収集については、セクシュ
アリティの自認が始まる以前の段階である「低学年までとすることが望ましい」
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という管理方法も考えられるだろうか。

2.3.　貸出カードの男女別色分け状況・問題意識
　日本図書館協会のガイドラインでは、貸出サービスのために図書館が発行する
貸出券（本稿では「貸出カード」とする）への性別情報の記入が問題視されてい
る。しかしながら、筆者の個人的な経験としては、学校図書館ではあまり性別が
記載されるカードは目にしたことがない。そこで、本アンケートでは、第二の質
問として、貸出カードが男女別の色分け（男性らしい・女性らしい色使づかい）
がなされているかどうかを確認することとした。なお、アンケートの設問では、
コンピュータ式へ移行していない学校図書館もあることを想定して、「利用者用
の貸出カード（貸出券）を男女別に色分けしているか？」と質問して、カード式
の学校図書館についても回答できるようにしている。
　選択肢として準備した項目は、「①（男女別色分けを）している」、「②していない」
の2つである。貸出カードについては、カウンター業務で日々接するものである
と考えて、第一の調査のような「把握していない」という選択肢は設けなかった。

表4　現在の貸出カードの男女別色分け状況　（N=203）

選択肢＼回答数 全体 比率 小学校 比率 中学校 比率 小中
併設校 比率

①している　 68 33.50% 45 34.62% 21 34.43% 2 16.67%
②していない 127 62.56% 78 60.00% 40 65.57% 9 75.00%
無回答 8 3.94% 7 5.38% 0 0.00% 1 8.33%

合　計 203 100.00% 130 100.00% 61 100.00% 12 100.00%

　表4からわかるように、全体では33.50％（68人）が「①（カードの男女別色分
けを）している」と回答しており、その内訳をみると、小学校では34.62％（45人）、
中学校では34.43％（21人）、小中併設校では16.67％（2人）、という結果となった。
性別情報の管理ほどではないが、貸出カードの男女別色分けという形での性別情
報の活用もまた、決して少なくない数の学校図書館で実施されていることが分か
るだろう。また、アンケートを実施する前の段階では、カードで男女をわける方
法にはやや「幼い」印象も受けるため、中学校よりも小学校の方がその実施率が
高いと考えていたが、両グループの実施率にはほぼ同じとなっており、やや意外
な結果であるようにも受け止められる。
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　では、貸出カードをこのように男女別に色分けすることについて、学校司書は
どのように考えているのだろうか。アンケートでは、利用者用の貸出カードを男
女別に色分けすることについての問題意識を確認するために、貸出カードを男女
別に色分けをするべきかどうか、「①するべきである」「②するべきではない」「③
わからない」という選択肢を準備して問いかけてみることにした。

表5　貸出カードの男女別色分けについての問題意識　（N=203）

選択肢＼回答数 全体 比率 小学校 比率 中学校 比率 小中
併設校 比率

①するべきである 11 5.42% 7 5.38% 3 4.92% 1 8.33%
②するべきではない 157 77.34% 101 77.69% 48 78.69% 8 66.67%
③わからない 25 12.32% 14 10.77% 8 13.11% 3 25.00%
無回答 10 4.93% 8 6.15% 2 3.28% 0 0.00%

合　計 203 100.00% 130 100.00% 61 100.00% 12 100.00%

　表5からわかるように、貸出カードの男女別の色分けについては、性別情報の
管理以上に、はっきりとした必要性がないままこれまで続けられてきたことが見
えてくる結果となった。「①（貸出カードの男女別色分けを）するべきである」
を選択したのは、全体ではわずか5.42％（11人）であり、小学校、中学校とも、
回答者の8割弱が「②（貸出カードの男女別色分けを）するべきではない」と回
答している。ここでも予想に反して学校差はほとんどなく、自由記述にも積極的
な反対意見は見られなかった。無回答の比率が若干、小学校のグループで高まる
点にはやや迷いが見られるのかもしれないが、筆者の提案は多くの学校司書に受
け入れられたと言えるだろう。
　なお、「③わからない」を選択した理由を確認してみると、自由記述として、
男女別の色分けは不要だが、学年別の色分けは必要とする意見がいくつか見られ
た。例えば、「カードの色分けはしていないが、一見でわかる色分けが必要なこと
もありそう」（小中併設校）、「性別どうこうというより、カードの探しやすさ見つ
けやすさで色分けしている学校が多いのではないかと感じます」（小学校）といっ
た意見である。沖縄県の学校図書館では、貸出カードを個人持ちにするとどうし
ても紛失が多くなるため、館内にカードケースを設置し、個人の貸出カードをク
ラスごとにまとめて置いたままにしているところがほとんどである。そうすると、
学校規模によっては館内で管理されているカードがかなり大量になってしまい、
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その中からカードを見つけるのも一苦労である。学校文化にあっては、上履きや
帽子などにワンポイントで使うカラーが学年ごとに定められていることもあるら
しく、図書館内でカードを見つけやすくするために学年別の色を付けることが多
いのだろう。これらの学年別の色にも、女性らしいとされる色や男性らしいとさ
れる色が使われることもあるだろうが、学年全体が男女を問わず同じ色であるな
らば、性的マイノリティがそれらの色から強い違和を感じることはないだろう。

2.4.　貸出カードへの本名以外の使用状況
　最後に、第三の質問である、利用者用の貸出カード（貸出券）への氏名（本名）
記載の現状と問題意識についても触れておこう。アンケートではまず、氏名（本名）
を貸出カードに記載しているかどうか、「①している」と「②していない」の2つ
の選択肢を準備して現状を確認することとした。

表6　貸出カードへの氏名（本名）の記載状況　（N=203）

選択肢＼回答数 全体 比率 小学校 比率 中学校 比率 小中
併設校 比率

①している　　 196 96.55% 123 94.62% 61 100.00% 12 100.00%
②していない 1 0.49% 1 0.77% 0 0.00% 0 0.00%
無回答 6 2.96% 6 4.62% 0 0.00% 0 0.00%

合　計 203 100.00% 130 100.00% 61 100.00% 12 100.00%

　表6はその結果を示したものだが、96.55％（196人）が「①（貸出カードへ氏名（本
名）を）記載している」と回答している。「②（貸出カードへ氏名（本名）を）
記載していない」と答えたのは小学校の学校司書1人（0.49%）のみであり、無回
答だった6人（全員が小学校の学校司書）を合わせてもその比率は非常に小さい。
沖縄の学校図書館では、現時点で特に問題視されることなく貸出カードに氏名（本
名）が記載されていることが分かる。
　公共図書館の貸出カードは通常、小さな子どもも含めて利用者本人が携帯して
いる。従って、貸出カードの所有者である時点でその人物が本人であることはま
ず間違いないし、貸出カウンターで利用者個人の名前を把握する必要はないこと
から、カードには氏名を記載せずに、バーコードで読み取るための利用者IDが
あれば十分であるとも考えることができる。また、氏名をカードに入れる必要が
あるとしても、本人の希望に応じて、利用登録した戸籍上の本名ではなく、通名
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の掲載を許可することもできるだろう。
　ところが、沖縄県の小中学校の図書館については、上述のようにカードを個人
持ちとせずに、図書館管理としていることが多いため、本人が自分自身のカード
を見つけることができるようにするために、照合情報として氏名は絶対に必要と
いう意見もあると思われる。しかしながら、照合は基本的には本人ができればい
いのだから、自分の名前から感じられる性別に違和を覚える子どもには通名（ニッ
クネーム）での使用を許可することもできるだろうし、1人だけそうした特例を
許可することがかえって目立ってしまうならば、学校文化の中で、氏名と同じよ
うに本人の識別に役立っているクラス番号と出席番号の情報をカードに記載して
照合してもらうこともできるのではないかと思われる。クラス番号・出席番号は
変わることもあるが、公共図書館とは違って、学校図書館では通常、貸出カード
を毎年作り直すところが多いこともその代用可能性を高めるのではないだろうか。
　アンケートでは、貸出カードへ氏名（本名）を記載することについての問題意
識を確認したところ、これまでの結果とは大きく異なり、現状と同じように、「①

（氏名・本名を記載）するべきである」が全体で過半数の支持を得るという結果
となった。学校別の内訳をみると、小学校ではやや比率が下がって、49.23％（64
人）となるが、中学校では62.30％（38人）、小中併設校では75.00％（9人）が「①
するべきである」を選択している。

表7　貸出カードへの氏名（本名）の記載についての問題意識　（N=203）

選択肢＼回答数 全体 比率 小学校 比率 中学校 比率 小中
併設校 比率

①するべきである　　　　111 54.68% 64 49.23% 38 62.30% 9 75.00%
②するべきではない 23 11.33% 18 13.85% 4 6.56% 1 8.33%
③わからない 56 27.59% 37 28.46% 17 27.87% 2 16.67%
無回答 13 6.40% 11 8.46% 2 3.28% 0 0.00%

合　計 203 100.00% 130 100.00% 61 100.00% 12 100.00%

　一方、「②（氏名・本名を記載）すべきではない」という現状を否定するよう
な意見を持つ学校司書は全体では11.33％（23人）、小学校では13.85％（18人）、
中学校で6.56％（4人）、小中併設校では8.33％（1人）という、かなり低い支持率
となってしまった。貸出カードへの氏名・本名の記載の是非については、「③わ
からない」という中間的な意見も全体の3割近くに達しており、同様の講演の後
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に実施したアンケートであることを考えると、貸出カードへ本名（氏名）を記載
することは、小中学校の図書館においては一定の必要性があると判断されている
ようである。
　ただし、その理由について自由記述で意見を求めたところ、たくさんの記述が
みられたものの、「名前くらいは（記載）していいではと思う」、「学校なのでさ
すがに名前がないとわからなくなりそう」「氏名は管理上名前がないと探せない。
学校では必要だと思う」「自分の名前がないと借りれない。学校等は名前がない
と困る」「個人判別ができないといけないと思うので、氏名以外で可能なものが
思い当たりません」（以上、小学校）、「誰のかわからなくなるため」「カード入れ
から、生徒が自分でカードを持ってくる仕組みになっているので、名前がないと
困るかもしれない」「氏名がないと誰のカードなのかわからなくなるのでは？」、

「氏名は個人情報にはあたらないと思う」（以上、中学校）、「氏名がないと学校図
書館では図書館内で管理していないので子どもたちが自分のカードを探せなくな
ります」（小中併設校）というような意見が大半を占めていたことも付記してお
きたい。多くは氏名を貸出カードに記載しておかないと本人の特定ができないと
する意見を書いているのだが、通名の使用を想定していないと思われる回答であっ
たり、氏名がなければ本人確認ができないと決めつけていたりして、うまく質問
の趣旨が伝わっていないと思われる回答が多数みられた。筆者が講演時に十分に
説明できていなかったことも大きな原因と思われるが、自分の本名を見たくない
子どもが存在することへの共感や想像力の欠如があるようにも思われる。
　また、クラス番号・出席番号による照合という筆者の提案について一定の理解
を示しつつも、「（氏名・本名を記載）①するべきである」を選択した回答者もい
たことにも注意が必要だろう。その理由としては、「生徒は番号で管理するとけっ
こう間違えると予想できる（名前ありでも間違えることがあるので）」（中学校）、「番
号にすると学校で特別支援の子が入る場合と入らない場合とで違うので混同した
り自分の番号を覚えない子もいる」（小学校）、「似たような番号の子が誤って他
人のカードを使う場合がありますので。特に1年生は。2年生でも間違えます」（小
中併設校）といった声が上がっている。番号による照合が難しいのであれば、ク
ラス番号・出席番号に加えて、性別を感じさせない苗字までの記載にとどめると
いうことも考えられるが、沖縄県特有の事情として、特に校区が狭い小学校では
その地域内に苗字が同じ子どもも少なくないため、それもあまり現実的な対応で
はないということになるだろうか。
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　この他にも、学校図書館特有の事情として、児童生徒の名前を覚えるためにカー
ドに名前が必要という意見が2人から寄せられていたことにも留意しておきたい。

「名前はこちらが知っていないと管理できないので困ります」（小学校）、「児童生
徒を覚えるため、必要かと思っています」（小中併設校）というような意見である。
学校図書館は、不特定多数の利用者を「利用者様」「お客様」と呼んで済ませら
れる公共図書館とは異なるということだろう。特定多数の利用者を相手にする学
校図書館では学校司書自身が利用者を覚える、という特別なニーズがあることは
新しい発見であった。ただし、学内であれば子どもたちは「名札」を着用してい
ると思われ、名前と顔をサービス上一致させたいのであれば、それを貸出カード
の代用とできるようにも思われる。もちろん、自身の名前に性的な違和を感じて
いる子どもにとってはその名札の着用そのものも問題になるのだが、まずは学校
図書館から、できることを初めてみてもよいのではないだろうか。

3.　結論・今後の課題
　以上、本稿では、学校図書館と「図書館の自由」との関わりについて、これま
であまり議論されてこなかった性別情報に注目し、沖縄県内小中学校の学校司書
へのアンケート調査を通して、その利活用の状況と司書自身の問題意識を明らか
にしようと試みてきた。検討が不十分な部分もあるが、ひとまず、①性別情報の
管理と②貸出カードの色分けについては、図書館サービスを行う上で学校司書自
身はそれほど強い必要性を感じていないこと、③貸出カードへの氏名（本名）記
載については、アンケートの意図が十分に伝わらなかった部分もあるものの、利
用者の中に年齢的にも認知的にも多様な子どもが含まれる学校図書館では、クラ
ス番号・出席番号による代用が難しいことも明らかとなってきた。
　このように、性別情報の管理や利活用について必要性があるとする意見もある
が、それが一部の利用者に違和感や不快感と引き換えにするべきかどうかを再検
討し、もし必要があるとしても、セクシュアリティの自認と苦悩が始まる前の段
階、低学年にとどめるといった配慮も検討してみる必要があるのではないだろうか。
　本稿で紹介したアンケートでは、学校図書館とプライバシー保護をめぐる伝統
的な問題でもある、貸出記録の教育的利用問題や、返却時の記録消去問題などに
ついての現状や学校司書の問題意識も確認している。この点についても、次号に
て取り上げ、学校図書館と「図書館の自由」との接点についてより多面的に考察
していきたい。（2019年2月9日）
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脚注

ⅰ  塩見昇『図書館の自由に関する宣言 1979年改訂のころ―塩見昇講演会記録集』（JLA 

Booklet）, 日本図書館協会, 2018, p.36、同様の記述は、塩見昇『図書館の自由委員会
の成立と「図書館の自由に関する宣言」改訂』日本図書館協会, 2018, pp.175-176にも見
られる。

ⅱ  「学校図書館と「図書館の自由」－貸出記録の目的外使用問題を中心に」『現代の図書
館』Vol.42, No.3, 2004.9, pp.164-171、「個人情報保護制度における「貸出記録」の解釈
－神奈川県立高等学校図書館を事例として－」『日本語日本文学研究』第12巻第1号, 
2007.10, pp.27-48、「学校図書館における貸出記録の管理状況に関する調査－学校図書
館問題研究会・全国抽出アンケート調査の報告」『日本語日本文学研究』第12巻第2号, 
2008.3, pp39-77、「読書指導と学校図書館の望ましい関係―貸出記録は読書指導の資料
となりうるか？」『月刊国語教育』2009年1月号, 2009.1, pp.50-53、「個人情報の保護と
図書館の自由－学校図書館を中心に。公共図書館、大学図書館に及ぶ－」『図書館界』
Vol.62, No.2, 2010.7, pp95-101など。

ⅲ  高橋克巳「個人情報の活用と保護の技術」『情報の科学と技術』66巻11号, 2016, pp.585-
586

ⅳ  「図書館における障害を理由とする差別の解消の推進に関するガイドライン」http://
www.jla.or.jp/portals/0/html/lsh/sabekai_guideline.html, 2016.3.18公開

ⅴ  2016年12月15日の金沢市議会定例会において、性的マイノリティの理解促進と具体的
施策として、石川県・金沢市図書館の登録申込書の性別欄撤廃を求める質問があった。
これを受けて図書館側は同年7月より、申込書に「記入は任意」と加え、記入が必須で
はないことを示した。（拙著「図書館の自由をめぐって」『図書館年鑑』日本図書館協会, 
2018, pp. 96-98）

ⅵ  「学校図書館のためのプライバシー・ガイドライン」『がくと』Vol.34, 2018.12, pp.122-
127

ⅶ  「日本大百科全書（ニッポニカ）」（ジャパンナレッジより）, 2019.2.9確認
ⅷ  「デジタル大辞泉」（コトバンクより）, 2018.12.30確認
ⅸ  「デジタル大辞泉」（コトバンクより）, 2018.12.30確認
ⅹ  各講演のタイトルは、「学校図書館から「図書館の自由」を考える～選書（資料収集）

とプライバシー保護に注目して」（第36回沖縄県小中学校司書研究大会）、「学校図書館
とプライバシー　プライバシーガイドラインを考えてみよう・「図書館の自由に関する
宣言」を手がかりに」（平成30年度石垣市学校司書研修会）である。

ⅹⅰ 本アンケートは高校の図書館に勤務する学校司書向けにも作成しているため、用紙に
は「D高校」「E中高一貫校」「F特別支援学校」という選択肢も準備しているが、回答
はいずれも0であったため、表1では省略している。
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資料　アンケート用紙
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